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地域自立支援協議会について

【【【【概要概要概要概要】】】】

市町村が、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に

関するシステムづくりに関し、中核的役割を果たす協議の場と

して設置する。

【【【【概要概要概要概要】】】】

市町村が、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に

関するシステムづくりに関し、中核的役割を果たす協議の場と

して設置する。
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【【【【実施主体実施主体実施主体実施主体】】】】

市町村 （①複数市町村による共同実施可

②運営を指定相談支援事業者に委託可）

【【【【実施主体実施主体実施主体実施主体】】】】

市町村 （①複数市町村による共同実施可

②運営を指定相談支援事業者に委託可）

【【【【主な機能主な機能主な機能主な機能】】】】

① 地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議

② 困難事例への対応のあり方に関する協議、調整

③ 地域の社会資源の開発、改善

【【【【主な機能主な機能主な機能主な機能】】】】

① 地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議

② 困難事例への対応のあり方に関する協議、調整

③ 地域の社会資源の開発、改善
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保健・医療

サービス事業者

子育て支援

相談支援事業者

企業・就労支援

高齢者介護

⾏政機関

障害者相談員

⺠⽣委員

学校

宅建業者

地域自立支援協議会

作り・支える

当事者

市町村

地域の連携と自立支援協議会



（目指す方向）

重度の障害者でも地域での暮らしを選択できる基盤づくり重度の障害者でも地域での暮らしを選択できる基盤づくり重度の障害者でも地域での暮らしを選択できる基盤づくり重度の障害者でも地域での暮らしを選択できる基盤づくり

・安心して暮らせる住まいの場の確保

・日常生活を支える相談支援体制の整備日常生活を支える相談支援体制の整備日常生活を支える相談支援体制の整備日常生活を支える相談支援体制の整備

・関係者の連携によるネットワークの構築

自宅

グループホーム

アパート入所施設入所施設入所施設入所施設

障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスサービスサービスサービス

事業所事業所事業所事業所

企業企業企業企業

学校学校学校学校

病院病院病院病院

行政行政行政行政

障害者就業障害者就業障害者就業障害者就業・・・・

生活支援生活支援生活支援生活支援センセンセンセン

ターターターター

宅建業者

安心して暮らせる住まいの場安心して暮らせる住まいの場安心して暮らせる住まいの場安心して暮らせる住まいの場

地域移行地域移行地域移行地域移行

地域社会での普通の暮らし地域社会での普通の暮らし地域社会での普通の暮らし地域社会での普通の暮らし

相談支援事業者

関係者の連携によるネットワーク関係者の連携によるネットワーク関係者の連携によるネットワーク関係者の連携によるネットワーク

（自立支援協議会）（自立支援協議会）（自立支援協議会）（自立支援協議会）

銀行

郵便局

デパー

ト

バス

商店街

電車

日常生活を支える相談支援日常生活を支える相談支援日常生活を支える相談支援日常生活を支える相談支援 公園

映画館

レストラン

希望・希望・希望・希望・

ニーズニーズニーズニーズ

医療機関医療機関医療機関医療機関

まちづくり

施策

住宅

施策

労働

施策

福祉

施策

連携

障がいのある人が普通に暮らせる地域づくり
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地域自立支援協議会の現状
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※ 都道府県⾃⽴⽀援協議会の設置箇所数 47か所/47都道府県
100% (H21.4/1現在）

以下参考資料：以下参考資料：以下参考資料：以下参考資料：NPONPONPONPO北海道地域ケアマネジメントネットワーク北海道地域ケアマネジメントネットワーク北海道地域ケアマネジメントネットワーク北海道地域ケアマネジメントネットワーク

「地域自立支援協議活性化のための事例集」平成２２年度障害者総合福祉推進事業「地域自立支援協議活性化のための事例集」平成２２年度障害者総合福祉推進事業「地域自立支援協議活性化のための事例集」平成２２年度障害者総合福祉推進事業「地域自立支援協議活性化のための事例集」平成２２年度障害者総合福祉推進事業
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平成22年の地域自立支援協議会の現状

○未設置自治体156市町村の内訳は、北海道３２、福岡１９、⿅児島１９、東京１６、
山形１３、茨城１１、宮崎１０、等となっている。

○これらの市町村うち人口３万人以下は全体の７６．９％（120）
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自立支援協議会に関する法改正

（社会保障審議会障害者部会）

相談⽀援事業所をはじめとする地域のシステム作りに関し、中核
的な役割を果たす協議の場である自⽴支援協議会について、設置の
促進や運営の活性化を図るため、市町村の実情に応じた設置・運営
⽅法が可能になるように配慮しつつ、法律上の位置づけを明確にす
べきである」とし、また協議会の運営の支援について「あわせて、
運営マニュアルや運営の好事例の周知など、国や都道府県において
設置・運営の支援を図っていくべきである。その際、⾃⽴⽀援協議
会に当事者の参画を促進すべきである」と報告している。

平成20年12月12月16日 社会保障審議会障害者部会報告書
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障害者自立支援法の一部改正

第89条の２ 地⽅公共団体は、単独で又は共同して、障害者等の⽀援の体制
の整備を図るため、関係機関、関係団体及び障害者等の福祉、医療、教育⼜は
雇用に関連する職に従事する者その他の関係者（次項において「関係機関等」
という。）により構成される自⽴支援協議会を置くことができる。

２ 前項の自⽴支援協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地
域における障害者等への支援体制に関する課題について情報を共有し、関係機
関の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協
議を⾏うものとする。

（平成22年12月3日 議員⽴法 平成24年4月1日より施⾏）
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第８８条
６ 市町村は、第８９条の２第１項に規定する自⽴支援協議会（以下この項
及び次条第５項において「⾃⽴⽀援協議会」という。）を設置したときは、
市町村の障害福祉計画を定め、⼜は変更しようとする場合において、あらか
じめ、自⽴支援協議会の意⾒を聴くよう努めなければならない。

第８９条
５ 都道府県は、⾃⽴⽀援協議会を設置したときは、都道府県障害福祉計画
を定め、又は変更しようとする場合において、あらかじめ、⾃⽴⽀援協議会
の意⾒を聴くよう努めなければならない。

（平成22年12月3日 議員⽴法 平成24年4月1日より施⾏）

障害者自立支援法の一部改正
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自立支援協議会の形骸化

協議会への期待の一⽅で、多くの協議会が「形骸化している」「地域格
差がある」との指摘がある。

○協議会を設置する意味がわからないのでそもそも設置しない

○既存協議会の活用が行われず、協議会を新たに設置し混乱を招いている

○構成メンバーが協議会の目的を共有できず、陳情や要求交渉の場になっている

○相談支援事例の積み重ねができていないため、協議すべき事項が確認できない

○協議会は年に１回の全体会を開催するだけで、会議の必要性を理解できない
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自立支援協議会の形骸化の克服

自立支援協議会自立支援協議会

基準

自己評価

基準 内容

情報機能 ・困難事例への対応のあり⽅を情報共有
・地域の諸情報を共有

調整機能 ・地域の関係機関によるネットワーク構築
・地域の⽀援⼒を⾼めるための役割分担と調整

開発機能 ・地域診断
・地域の社会資源の開発、改善

教育機能 ・構成員の資質向上の場として活用

権利擁護機能 ・権利擁護に関する取り組みを展開

評価機能
・中⽴・公平を確保する観点から委託相談事業者の運営評価
・サービス利用作成費対象者、重度包括⽀援事業等の評価
・市町村相談⽀援機能強化事業及び都道府県相談⽀援体制整備事業の活用

十分できている(10), どちらかといえばできている(7.5)
あまりできていない(5), まったくできていない(2.5)
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評価を通した自立支援協議会の考察の視点

１ 組織体のあり方と行政担当者の参加姿勢

・全体会と定例会を同一としていないか

・定例会と運営会議を兼ねていないか

・運営会議を委託相談事業所に任せて参加しないことはないか

２．部会が地域の課題や政策課題を検討する場になって

いるか

・部会が地域の課題を集約しているか

・課題の抽出方法は適切か

３．相談支援専門員の資源開発の意識

・フォーマルなサービスがある程度整備され、新たな社会資源を

開発する意識が希薄になっていないか
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自立支援協議会の問題解決の検討

問題解決のためには次の2点の検討が必要

１ 形骸化の要因の分析

・設置されているが開催されないパターン

・開催されているが機能していないバターン

２ 行うべき事項の明示とそれぞれの協議会のステップ

アップするための指標を提示することができない
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比較

うまくいっている

自立支援協議会

うまくいっている

自立支援協議会自立支援協議会自立支援協議会

自立支援協議会の形骸化の克服

他の自立支援協議会の見学も有効な手段

・同じような人口規模

・同じような地域の条件

・課題の抽出方法

・具体的な成果

他の自立支援協議会の見学も有効な手段

・同じような人口規模

・同じような地域の条件

・課題の抽出方法

・具体的な成果

全体で協議し少人数で数カ所に出かけて、報
告会をするのも有効である

全体で協議し少人数で数カ所に出かけて、報
告会をするのも有効である



（目指す方向）

重度の障害者でも地域での暮らしを選択できる基盤づくり重度の障害者でも地域での暮らしを選択できる基盤づくり重度の障害者でも地域での暮らしを選択できる基盤づくり重度の障害者でも地域での暮らしを選択できる基盤づくり

・安心して暮らせる住まいの場の確保

・日常生活を支える相談支援体制の整備日常生活を支える相談支援体制の整備日常生活を支える相談支援体制の整備日常生活を支える相談支援体制の整備

・関係者の連携によるネットワークの構築

自宅

グループホーム

アパート入所施設入所施設入所施設入所施設

障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスサービスサービスサービス

事業所事業所事業所事業所

企業企業企業企業

学校学校学校学校

病院病院病院病院

行政行政行政行政

障害者就業障害者就業障害者就業障害者就業・・・・

生活支援生活支援生活支援生活支援センセンセンセン

ターターターター

宅建業者

安心して暮らせる住まいの場安心して暮らせる住まいの場安心して暮らせる住まいの場安心して暮らせる住まいの場

地域移行地域移行地域移行地域移行

地域社会での普通の暮らし地域社会での普通の暮らし地域社会での普通の暮らし地域社会での普通の暮らし

相談支援事業者

関係者の連携によるネットワーク関係者の連携によるネットワーク関係者の連携によるネットワーク関係者の連携によるネットワーク

（自立支援協議会）（自立支援協議会）（自立支援協議会）（自立支援協議会）

銀行

郵便局

デパー

ト

バス

商店街

電車

日常生活を支える相談支援日常生活を支える相談支援日常生活を支える相談支援日常生活を支える相談支援 公園

映画館

レストラン

希望・希望・希望・希望・

ニーズニーズニーズニーズ

医療機関医療機関医療機関医療機関

まちづくり

施策

住宅

施策

労働

施策

福祉

施策

連携

障がいのある人が普通に暮らせる地域づくり
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